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研究成果の概要（和文）：　日本企業の海外生産に伴う技術移転問題を、現場・現物・現実の視点に沿い多面的に調査
した。アセアンと中国の８カ国で、約100社の個別企業の技術移転の達成度、それを支えた日本のマザー工場の役割を
中心に調べた。
　海外生産は円高と人件費の高騰により、1990年代以降に急拡大した。その多くは大企業の海外展開に隋伴する中堅企
業や中小企業であった。海外生産と国内生産を相互に補完することで、個別企業として利益の還流で所得収支を伸ばし
、黒字という企業が多い。
　海外生産の利益が日本経済を支えており、今や生産のみならず開発の一部も海外に進みつつあるのが、現実である。

研究成果の概要（英文）： Japanese technology transfer problem with overseas production is investigated 
from the viewpoints of 'factory ','product' and 'reality'. The achievement of the technology transfer to 
ASEAN and China from 100 Japanese companies and the role of the Japanese mother factory are discussed.
 Overseas production has increased with a strong yen rate and soaring of labor costs in Japan after 
1990's. Mainly the middle-standing enterprise and the small and medium enterprises started overseas 
production. They are increasing income account complementing a foreign production and domestic production 
mutually, and most company are in the black. In fact the profit of overseas production is supporting 
Japanese economy. Besides some part of production development project is being curried into foreign 
countries.

研究分野：技術経営
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１．研究開始当初の背景 
（1）1970年代に少数ではあったが、日本企
業の海外展開が開始された。まだ円安で、国
内から輸出をした方が経営的に無難ともい
える時期にあった。あえて海外生産を目指す
必要がなかったが、自社ブランドの世界に向
けての植え付けと、グローバル市場を抑える
目的の布石に相当していた。 
また、需要のあるところで作るポリシーに
基づいていた。このケースに当たるのが、日
本の 2輪車産業の海外生産のケースに相当す
る。 
 
（２）その後の日本経済の発展は輸出の増加
により円高に向かい、貿易自由化とも重なり
1980 年代中ごろから日本の製造業の多くは
海外生産に乗り出した。 
製造業の海外展開は経済のグローバル化
の波に乗り、90年代に入るとさらに増加した。
この動きを現在まで、どのように推移したの
かを知りたい。 
海外展開を始めた当初は、いわゆる大企業
が多かったが、これに誘われる形で、関係す
るサプライヤーが、逡巡しながら仕方なく海
外展開に乗り出した企業が大半を占めてい
た。 
 
（３）中には株式を上場していない中堅企業
ながら果敢に、独自で進出した企業もあった。
その多くはトップの強いオーナー企業であ
るが、その後の企業経営にどのように影響を
もたらしたのかも、検証したい。 
  
（４）特にここ数年は、小規模な町工場的な
企業でさえ、海外生産に乗り出すことが当た
り前にすらなった。というより国内の納入先
が海外に出た関係で、じり貧となる発注では
企業が支えきれないことが、大きな背景にあ
る。これらの企業の海外展開の実態を理解し
たい。 
 
 
２．研究目的 
（１）日本企業の海外生産に伴う技術移転の
実態を技術・技能教育による現地への伝達の
方法明らかにする。 
  
（２）海外工場と日本のマザー工場との生産
設備の実態を明らかにする。日本国内と同じ
設備か、同じでないならそれはどのような理
由によるものか、その違いを調べたい。 
 
（３）海外生産の増加と国内生産との間に言
われる産業の空洞化は、果たして実在するの
かを、業種・規模などの面から明らかにする。 
利益の出ない国内工場をクローズし、その
分海外に移転することは確かに存在した。国
内で利益を出せず、赤字が続くのなら企業の
存続上、国内の雇用問題などが生じても海外
展開は止むを得ない選択であるが、その影響

を最小限にする対策を、海外工場の生産実態
とヒアリングから調査したい。 
 
（４）海外展開は国内企業の何をもたらした
のかを明らかにすることで、製造業の今後の
企業経営の在り方について、方向性を示した
い。 
 
３．研究の方法 
（１）海外生産に日本の生産現場からの生産
技術の移転は不可欠で、海外生産を行ってい
る日本企業の生産現場を訪ね、現場・現物・
現実を体感することに重点を置いた調査を
行う。 
そのため事前に関係企業の国内工場の見
学の実施もしくは、インターネット上から得
られる知見をベースにして、海外工場との比
較、違いを見極めた。 
 
（２）調査対象は大手企業から、中堅企業、
小企業（町工場規模）まで、幅広く扱い。業
種も食品、衣料、化学薬品、機械部品、機械
製品と多方面に及んでいる。 
 
（３）調査の効率性の面から、アセアンと中
国の主に工業団地進出した企業を訪ねるこ
とで、1日に 3社程度を訪問できる計画を実
施した。 
 
 
４．研究成果 
 （１）現地で日本的生産を行うためコアと
なる現地人に日本のマザー工場で様々なト
レーニングが実施されていた。これが技術移
転の端緒となり、次にコアとなる現地人が母
国に戻り、部下となる現地人にコーチングす
ることが広く行われていた。また、日本から
の駐在員や、派遣された技術者を通した現地
人の指導という手も多く見られた。 
  
（２）小企業では、日本の技能研修生が母国
（主にベトナム）に帰国しても、そのスキル
を生かすことができず、これが契機となり海
外展開を果たし、今では日本国内の生産の補
完に不可欠な工場となっていた。 
現地工場の立ち上げのコアメンバーとな
ったことはもちろん、新たに現地で雇用した
現地人の指導者となり、生産を軌道に乗せる
役割を果たしていた。 
  
（３）同じアセアン域内でも国ごとに大きな
格差があり、シンガポールやタイが先進国に
相当し、そこから同じアセアンの他国に 2次
移転するのが、最近の事情である。 
例えばタイの２輪車産業は既に飽和状態
で、多くの関連する日本企業は設備過剰とな
り、また人件費も高くなった背景から、ベト
ナムなどに日本のマザー工場を介さずに移
転する動きが続いている。 
その方が全てのコストを抑制する効果あ



るが、日本的品質を保持するために現地人を
活用しながらも、日本からの駐在員は欠かせ
ない。特に新たな国で生産を始める時は、鉄
は熱いうちに打ての鉄則に従い、現地人にき
ちんとしたモノづくりを教え込むことが不
可欠となっている。そのために日本の作業標
準の順守を守る作業者の育成は、特に重要な
事項である。 
 
 （４）アセアン・中国間の連携生産の進行
が続いている。国ごとに格差のある状態では、
当然のことながら賃金、材料などのコスト品
質が異なる。この違いを上手く生産のネット
ワークに繋げることで、品質を保持しながら
コストダウンを達成している企業も存在し
た。 
 自転車部品のシマノは、海外展開の早い企
業で、1970 年代にシンガポールに工場を建て、
アメリカ向けの部品のコストダウンを目指
して進出した。その後のシンガポールはアセ
アンの輸出基地と金融の国に変貌し、今やモ
ノづくりの国として、賃金が高騰して成り立
たない。 
しかし、マレー半島の先端にシンガポール
があり、それに隣接してマレーシア、また直
ぐ向に海を隔ててインドネシアのバタム島
がある。いずれも低賃金国であり、シンガポ
ールに管理機能を持たし、3 カ国の連携でコ
スト安の高品質部品を作り、世界各国に向け
て輸出することで高利益を維持している。 
このようなアセアン・中国を含む生産のネ
ットワーク化は、アセアン共同体の動きが加
速化される中で、関税障壁が事実上存在しな
くなれば、増々進むことは明らかと思われる。 
  
（５）生産設備は日本と全く同じ設備の企業
と、既に日本では消滅したような量産型の設
備に大別され、それぞれの企業の生産思想が
反映されていた。これには生産量が大きく関
わっており、また製品のレベルとの兼ね合い
も絡み、最終的にはコスト要因が左右してい
た。 
 現地で商品化されるものは、量産型の設備
が多く、現地から日本などに還流され商品の
一部に使われるものは、日本とほぼ同じ設備
ということになる。 
業種によっては多品種小量生産と、利益率
の高い加工を請け負う企業もあり、このよう
なケースでは設備は汎用性が高く、現地ワー
カー（主に女性の勤勉さと手先の器用さに依
存）の習熟度に依存するケースも見られた。 
  
（６）海外生産に伴い生じると思われていた
国内産業の空洞化は、マクロな視点で言えば
生じていない。ミクロで見れば、国内の過疎
地域にあった大手企業の子会社的な工場は
クローズされたのも事実である。 
大きな産業と言う括りで見れば、海外生産
に踏み切った多くの企業は、国内生産にプラ
スする形で企業としての生産高を高めるこ

とに成功していた。 
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